２０２５年度事業報告

特定非営利活動法人
大阪障害者雇用支援ネットワーク

Ⅰ　事業期間
　　　２０２５年４月１日～２０２６年３月３１日
Ⅱ　事業の成果
　　２０２５年度当初は連携事業部、相談事業部、研修事業部、企業ネット事業部、地域ネット事業部
の５つの事業部、５月２４日の総会での決議により、以後は連携事業部、相談事業部、研修事業部、
教育事業部、企業ネット事業部、地域ネット事業部、広報事業部の７つの事業部で事業活動を行っ
た。
【連携事業部】
各事業部と「連携」をとり毎年行っている「障がい者雇用フォーラム」の開催企画、そして「連合大阪、全障協、同友会、大阪労働局、大阪府商工労働部、大阪府福祉部、他のＮＰＯ」などと連携し、社会課題に対しての活動を模索、推進した。
【相談事業部】

『はたらく障がい者なんでも相談センター』では、「障がいのある方々ご本人の声をきく」こと
を基本とした相談対応と地域資源等との連携を意識した事業を展開し、相談対応件数は57件と
なった。

今後もホームページ等で事業周知を行い、当法人が障がい者の雇用就業分野に関する様々な団体
の集合体であるという強みを活かしながら、障がいのある方々の就労課題と生活課題を連動させ
た相談支援体制の構築を目指す。

【研修事業部】
令和８年度より就労支援を担う人材育成のための研修体系が大きく変更となり、ジョブコーチ、就業・生活支援センターのワーカー、就労系福祉サービス事業所の支援員を対象として基礎的研修が開始された。また、令和７年10月より就労選択支援事業が開始し、就労選択支援員養成研修の受講要件一つにもなっている職場適応援助者養成研修の受講ニーズにも変化があり、例年と比べ多くの申し込みがあった。職場適応援助者（ジョブコーチ）についてはさらなる専門性の向上に向けた研修の見直しや、一定の資格としての位置付けに向けて「職場適応援助者の育成・確保に関する作業部会」において検討され、その動向もふまえながら、今後の新しい研修体系や研修の実施体制の基盤を模索する一年とした。
【教育事業部】
「日本郵便の年賀寄付金助成」を受け、①支援を要する学生（生徒）が学校在籍中からインターンシップを体験することにより、卒後の進路選択をスムーズに行うことができるようになる②個別カウンセリングを通じて様々なメニューを選択し進路選択の可能性を広げる③大学や高校等の教育機関が企業や家族等と繋がり、障害者雇用等を含めた対応力をつける。また、義務教育の段階から将来を見据えた教育が可能となるよう小中学校等の教員に向けたキャリア教育を行った。
具体的には、大阪府専修学校各種学校連合会や今までネットワークを構築してきた大学関係者等と連携し、支援を要する学生・生徒及び教職員や家族に向けた研修を実施。学校関係者や家族向けに「学校・保護者と企業をつなぐ懇談会」「就労支援説明＆相談会」を実施した。また、義務教育の段階から見通しを持った支援を行うことができるよう、大阪市インクルーシブ教育推進室と連携し、教職員や保護者に向けた就労準備施設（就労継続支援A型）の見学等を行った。
更に、希望者には「個別カウンセリング」により伴走的な支援を行った。これらにより1名が就職、2名が訓練校内定、就労移行等に至った。
【企業ネット事業部】
２０２５年度は、企業ネット事業部の重要な活動目標の一つである、福祉と企業の交流の機会作りのイベントを増やそうと「障害者就労支援交流会」を２回計画したが、2回目に考えていた事業所さんの都合で翌年に延期となったが、１０月に就労移行支援事業所で実施した交流会には、昨年以上に福祉関係の参加者に多く参加して頂けた。その他の事業も関係者のご協力を頂きながら盛況に開催することができた。アンケート結果からも参加者皆さんに好評であった。
【地域ネット事業部】
大阪府内の就労系障害福祉サービス事業所の支援員に対する研修を通じて地域全体の支援力を向上させる事、並びに精神・発達障がい者等の多様な働き方の事例収集、人事担当者向け研修、職場体験受入れマッチング等を通じて企業の理解促進と職場定着を推進する事を目的に、障害者就業・生活支援センター等の関係機関や行政と緊密に連携し、一体的な雇用支援ネットワークの構築と、障がい者が希望や適性に応じた就労を選択できる環境整備に資する以下の事業に取り組んだ 。
【広報事業部】
当法人では、事業内容や活動の状況を広く発信し、多くの方に関心を持っていただくことで、共感と信頼を深め、支援の輪をさらに広げていくことを目指し広報体制の強化に取り組む。

各事業部の活動を通じて、既存の会員との関係をより深めるとともに、新たな会員の参加を促進し、法人としての社会的な認知度の向上を高めるためホームページや案内リーフレットなどの広報ツールを積極的に活用し、会員や関係者の皆さまへの情報発信・啓発活動を進めることで、活動のさらなる充実を図る。
Ⅲ　事業の実施状況
１　特定非営利活動に係る事業
【連携事業部】
（１）働きたい、働く体験がしたい、働き続けたい障がいのある人を応援する多様な人たちへの講演会
〔事 業 名〕２０２５障がい者雇用フォーラム in 大阪
〔内　　容〕
(1) 主催者あいさつ
・連合大阪　会長　田中 宏和
・認定NPO法人大阪障害者雇用支援ネットワーク 代表理事 小澤 公嗣

・大阪府 商工労働部 労働政策監 小川 勝
(2)大阪府障がい者サポートカンパニーの集い
「令和６年度 大阪府ハートフル企業顕彰受賞企業の紹介及び取り組み発表」
(3)講演1「障がい者とともに働き育む社会のかたち」
～障害者権利条約を大阪の隅々に～
　　NPO法人日本障害者協議会　代表　藤井　克徳氏
(4)パネルディスカッション「誰もが尊重され、働ける社会とは」
　～障がいがあっても安心して働ける社会のあり方を考える～
〔コーディネーター〕 NPO法人日本障害者協議会　代表　藤井 克徳 氏
〔パネラー〕
特定非営利活動法人ワークステージ　　理事　　　　嶋田 　彰 氏
サテライトオフィス平野　　　　　　　所長　　　　井上 宜子 氏
日本労働組合総連合会大阪府連合会　　副事務局長　澤谷 誓之 氏
〔実施場所〕　國民會館１２階大ホール
〔実施日時〕　２０２４年9月２２日（月）　１３：００～１７：００
〔参加者〕　１２５人
（２）はたらく障がい者への相談キャンペーンの開催（連合大阪との共催）
〔事 業 名〕「はたらく障がい者なんでも相談キャンペーン」
　　　　　　　　　～はたらく障がい者の困り事を解決します～
〔内　　容〕　障害者差別解消法および改正障害者雇用促進法に規定される、採用など雇用の分野で障がい者に対する差別の禁止、合理的配慮の提供の義務づけ、相談窓口の設置など、事業主の対応状況と、働く現場での障がいのある労働者の相談内容の把握と解決に向けて、相談キャンペーンを展開した。
〔実施日時〕　２０２５年9月４日（木）-６日（土）全日１１：００～１９：００
〔実施場所〕　認定NPO法人　大阪障がい者雇用支援ネットワーク（エル・おおさか本館４階）
〔事業の対象者〕はたらく障がい者、はたらく意欲のある障がい者とその家族、および障がい者を雇用する事業主
〔相談体制〕　ＮＰＯ障害者雇用支援ネットワーク 相談員（相談事業部との連携）
〔周知方法〕　・チラシの作成と連合大阪の街頭行動でのチラシ入りポケットティッシュの配布
　　　　　　　　・ホームページでの告知、連合大阪Facebookへの掲載
　　　　　　　・Facebookを活用したインターネット広告の配信
　　　　　　　・各経済団体等への周知
　　　　　　　・２０２５障がい者雇用フォーラム会場での告知
〔相談対応〕相談体制：６人（延べ人数）
〔相談件数〕相談件数：２件
【相談事業部】
【事　業　名】はたらく障がい者なんでも相談センター

［内　　　容］はたらくことを中心とした生活全般の悩みや不安を抱える本人やその家族の思いに寄り

添いながら、相談者と共に課題を整理し解決策を見出す相談支援を実施。また、多くはないが企業や支援機関等から、障がいのある人の雇用や就労支援のあり方について等の相談に対応した。

［事業の対象者］障がいのある人とその家族、雇用企業、支援機関など

［実施方法］　大阪障害者雇用支援ネットワーク事務所で初期対応(相談メール、電話等対応)。

　　　　　　　相談体制としては相談担当理事等が適時対応。

［実施状況］　年間相談件数としては57件

［相談の概況］

相談経路

・ホームページやインターネットからの相談：45件

・飛び込み相談：3件

・連合大阪：1件

・不明：5件

相談方法

・当ネットワーク事務所等での対面相談：5件

・メールにて相談対応：3件

・電話にて相談対応：48件

主たる相談者

・障がいのある本人：50件

・家族：4件

・企業（担当者、同僚）：1件　※小澤代表対応

・知人：2件

　　性別

　　　・男性：26件　　・女性：28件　　・不明：2件

　　年齢

　　　・20代：12件　　　　　・60代：3件

　　　・30代：16件　　　　　・70代：1件

　　　・40代：7件　　　　　　・不明：6件

　　　・50代：11件　　　　　

居住地

　　　・大阪市内：21件　　・大阪府内：22件　　・京都府：2件　　　・兵庫県：3件

　　　・奈良県：2件　　　　・三重県：1件　　　・岐阜県：1件　　　・不明：3件

障がい種別

・精神保健福祉手帳（発達、うつ、双極性等）：31件

・身体障害者手帳（聴覚、視覚、上下肢障がい等）：6件

・療育手帳：4件

・不明、診断のみ：15件

相談時の日中場所

・企業(一般)：9件　　　・企業(障害者雇用)：14件　　　　・企業(特例)：2件

・在宅就労：1件　　　　・A型：６件　　　　　　　　　　・B型：2件

・移行：3件　　　　　　・大学在学中：1名　　　　　　　・デイケア、地活：2件

・無、不明、就ポツ登録、その他：16件

　　主たる支援機関

　　　・就ポツ：12件　　　　・医療(精神科医療)：11件　　　　・無：6件

　　　・HW：4件　　　　　　・計画相談：4件　　　　　　　　・ヘルパー：4件

　　　・移行：4件　　　　　　・訪問看護：3件　　　　　　　　・A型：2件　　　　　　　　　　

・GH：2件　　　　　　・基幹ｃ、Ｂ型、地活、職業ｃ、親の会、行政等：各1件

相談主訴（内容）

本人や家族からの相談

　　　　・障害福祉事業所、就労支援機関(A型、B型、移行、就ポツ、相談)の対応不満

　　　（Ａ型か雇用か不明、支援をしてくれない、公表支援内容と相違等）：23件

　・雇用企業への不満や不安

　　（合理的配慮申し出相談方法、相談相手不在、評価・処遇）：12件

　・転職へ向けての相談

　　　　（再就職への不安、やりがいのない仕事から転職）：13件

　　　　・就職へ向けての相談

　　　　（就職へむけての情報提供、方法等）：7件

　・生活全般の不安に関する相談

　　（借金返済、収入見込みがない、医療的ケアのある家族）：6件

　　　　・行政、支援機関等信用できない（たらい回し）：5件

　・その他

（子の就職不安、補装具申請、生保脱却、視覚障害情報、第三者委員情報）：8件

企業からの相談

・知的障害のある社員への対応等相談：1件

　　　主な対応

　　　　　・就ポツの情報提供：25件

　　　・支援機関(就ポツ、能開、相談支援、障害特化機関)との情報共有と連携：6件

　　　・企業との向き合い方アドバイス：13件

　　　　　・就職へ向けてのアドバイス：12件

　　　　　・障害福祉サービス、就労支援機関等の情報提供：9件

　　　　　・学生インターンシップ事業情報提供：2件

　　　　　・生活全般のアドバイス：2件

　　　　　・途中連絡取れず：8件
［事業の振り返りと課題］
　　今年度の相談件数としては57件。主たる相談者は障がいのあるご本人と家族からの電話相談に
対応した。相談者の多くは発達障害や、双極性障害、うつ等、精神保健福祉手帳を所持されている
方が半数以上を占めた。また大阪(府・市)に限らず近隣他府県の方々が当法人のＨＰにたどり着き
相談に応じることも少なくはなかった。
今年は障害福祉サービスを利用されている方々の不安や不満に応じる相談が多かった。開示され
ている支援内容と現実の支援内容に相違がある、障害者就業・生活支援センターに登録はしている
が良好な関係が構築できていないといった不満や不安。また企業就労されている方々については障
害者雇用枠で採用されているが配慮がない、上司からのハラスメントで悩んでいるが解決できない
と様々であった。特に単独で就職されている方々については支援者が不在で、本人の住所地にある
就ポツの存在すら知らず、多くの方々に就ポツの情報提供と良い関係を構築できるようアドバイス
。相談ケースによっては支援機関と情報共有を行い具体的な支援へつなげた。また学生に対して
は当法人事業の学生インターンシップによる『学校・家族・企業の懇談会』を情報提供して利用へ
とつなぐことができた。
障がいのあるご本人やその家族が生きるプロセスには、行政、医療、療育、教育、生活、就労、子育て、介護等、多様な支援機関が関わっている。当法人の相談事業はその各分野を横断的にかつ包括的な相談支援としての役割を担っていくことも目標としている。そのためには、障がいのある方々を取り巻く多様な支援の仕組みと連携ができる相談支援事業であること。そして今後も障がいのある方々やその家族の「声をきく」といった権利擁護の視点を大切にした相談支援を展開したい。
【研修事業部】
（１）ジョブコーチ養成研修

１－１　障がいのある人の雇用と就労の推進に関する講習会の開催

〔事業名〕ジョブ・メイト／ジョブ・コンダクター養成事業（大阪）

〔内　　容〕訪問型および企業在籍型職場適応援助者の養成研修の実施
　〔実施場所〕エル・おおさか、大阪市職業リハビリテーションセンター、実習事業所

　〔定　　員〕第１回　７月　訪問型２５名、企業在籍型２５名
　第２回　２月　訪問型２５名、企業在籍型２５名

［実施日時］第１回　２０２５年７月　７日（月）、８日（火）、１０日（木）、１１日（金）、
実習　１7日（金）、最終日　１８日（土）、
　　　　　　第２回　２０２５年１１月１０日（月）、１１日（火）、１３日（木）、１４日（金）
　　　　　　　　　　　　　　　実習　１8日（火）or１９日（水）or２０日（木）
最終日２１日（金）
〔受講料〕　５６，０００円／１人
〔実施状況〕内訳は下記の通り。

	　
	　
	募集人数
	申込者数
	受講者数
	修了者数

	第１回
(48期)
	訪問型
	25
	79
	25
	25

	
	企業在籍型
	25
	42
	26
	26

	第２回
(49期)
	訪問型
	25
	39
	26
	26

	
	企業在籍型
	25
	36
	30
	30


１－２　障がいのある人の雇用と就労の推進に関する講習会の開催

〔事業名〕ジョブ・メイト／ジョブ・コンダクター養成事業（アドバンスト研修）
〔実施場所〕エル大阪　南館ホール

〔実施日時〕２０２６年２月27日（金）13：30～17：00

〔受講料〕　４，０００円／１人
〔参加者〕　２０名　　受講生１３名（訪問２名、企業在籍１１名）＋講師・スタッフ7名
〔内　　容〕ジョブコーチ制度・職場適応援助者養成研修についての最新動向について情報を共有するとともに修了者からの実践報告、その後テーマ別にグループに分かれてディスカッションを行った。
【最新動向】

ジョブコーチ制度・職場適応援助者養成研修についての最新動向

　　　　　ジョブコーチ事業部長　　酒井　京子
【実践報告】　

　　　　　　　企業在籍型職場適応援助者養成研修修了者　　
日本パーソネルセンター　川上　孝弘
【グループ討議・演習】

① 復職休職支援
② 面談技法 （講義＋ロールプレイ）
③ 事業所内調整
④ キャリアアップ、キャリア支援
１－３　障がいのある人の雇用と就労の推進に関する会議の開催
〔事業名〕全国ジョブコーチ連絡協議会地域交流会議in愛知
〔実施場所〕ウインクあいち
〔実施日時〕２０２６年１月２４日（土）13:30～17:00
〔参 加 費〕無料
〔参 加 者〕３２名（愛知県関係者16名、厚生労働省、協議会役員、構成団体会員等16名）
〔内　　容〕厚生労働省障害者雇用対策課地域就労支援室より「障害者雇用施策における現状と今後について」と題しジョブコーチ及び資格化に向けた最新の政策の動向について制度説明があり、その後より良いジョブコーチ支援のあり方について意見交換を行った。
１－４

〔事業名〕全国ジョブコーチ連絡協議会合同フォローアップ研修
〔実施場所〕ハイブリッド（愛知県　ウインクあいち＋オンライン）
〔実施日時〕２０２６年１月２５日（日）10:00～16:00
〔参 加 費〕3,000円

〔参 加 者〕９６名（会場３１名+オンライン６５名）
〔内　　容〕全国7か所の養成研修機関からの研修報告とともに、各養成研修機関が実施した研修修了者から受講後のジョブコーチについての実践報告を行った。
　　　　　　当ネットワークからは、TOYO TIRE リファイン株式会社　仲里　ひとみ氏が企業在籍型修了生として報告を行った。
【教育事業部】　
（１）支援を要する学生（生徒）インターンシップ

〔事業名〕学生インターンシップ研修

〔内　　容〕支援を要する学生・生徒のための就職準備研修と企業体験

１－１　就職準備セミナー

（Ａ）体験型企業見学会
本人・学校教職員・保護者対象に先進的な企業を視察するとともに、業務体験（簡易体験）を通じた職業的志向分野の確認につなげることを目的に開催した
◎1回目（定員8名）
日　　時：２０２５年１０月３日（金）実施

場　　所：（株）ニッセイ・ニュークリエーション
参 加 者：学生８名（大学3、高等専修3、支援機関2）
体験内容：事務体験8名、付添4名（保護者4）、スタッフ５名　　計１７名
◎２回目（定員6名）

日　　時：２０２５年１２月３日（水）

場　　所：（株）エルアイ武田
参 加 者：学生６名（大学１、高校４、支援機関１）
体験内容：PC作業2名、軽作業2名、清掃2名、付添6名（学校４・保護者1・支援機関1）、スタッフ4名　　計１６名
◎３回目（定員4名）
日　　時：２０２６年２月１９日（木）

場　　所：（株）ダイキンサンライズ摂津
参 加 者：学生3名（大学２、高等専修１）
体験内容：部品組立1名、事務補助２名、付添４名（学校2・保護者2）、スタッフ2名
　計9名
（B）就労準備講座
面接対策、作業体験、スキルチェック等を通して、職業的思考や適性、面接対策の実施
日　　程：２０２５年５月～

場　　所：会場（リアル）参加かon-line参加を選択

　　　　　大阪市職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ、ネクストステージエイブル
　　　　　サテライト・オフィス平野
対　　象：支援を要する学生（生徒）
実　　績：5名
参加費：無料
総　　括：見学するだけでなく、学生は簡易な作業体験を、保護者や教員には会社との懇談会を通じて、働くことをイメージできる内容とした。作業種は事務補助と作業系を用意。その後の実習を希望する学生が数名出た。
１－２　支援を要する学生インターンシップ

（A）学生インターンシップ登録会・面談会（登録会）

企業体験（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）の登録と説明および個別面談

日　　時：２０２５年　７月２８日（月）午後

場　　所：大阪私学会館301・302・303号室
方　　法：個別で面談（説明と面談）　

定　　員：学生２０名・付添２０名
対　　象：支援を要する学生・生徒と家族・教職員
登録会：無料
　 参加者：学生１７名（大学4・専門学校6・高等専修4・高校3）、付添１７名、
スタッフ１０名

　　　　　             
(B)学生インターンシップ

１～５日間の企業体験（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

日　　時：２０２５年８月～２０２６年３月
実施者数：２１名（大学5・専門学校1・高等専修学校6・高校9）（目標３０名）

対　　象：支援を要する学生（既卒者含む）・生徒（高校生以上）

参加費用：登録料１回１０００円徴収
場　　所：経験豊富な以下の企業（面談結果でﾏｯﾁﾝｸﾞ）
・株式会社ダイキンサンライズ摂津（摂津市）
・URテラス（大阪市）
・株式会社ヤンマーシンビオシス（大阪市）
・日本ハムキャリアコンサルティン株式会社（大阪市）
・株式会社ニッセイ・ニュークリエーション（大阪市）
・三菱UFJビジネスパートナー株式会社（大阪市）
・シャープ特選工業株式会社（大阪市）
・株式会社エルアイ武田（大阪市）
・第一生命チャレンジド株式会社（大阪市）
・大生美錠（堺市）
・ヒカリ電機製作所　（高槻市）　　　　　　　　順不同　以上１１社

総　　括：面談説明会は１７名、その後3名の追加希望があり、結果的に２０名となった。1名は就職内定、１名は退学のためキャンセルとなり、インターンシップは１８名となった。インターンシップを２回実施した方が３名いたため、延べ２１件実施。特定の繋がりのある大学キャリアセンターからの紹介が多く、1校から複数参加も含まれ、当プログラムが進路の一環となっていることが確認された。１８名中最終学年は7名。1人が企業に内定（インターンシップ企業）、複数名が障害者職業能力開発施設や就労移行等の福祉サービスに結びついた。１８名中１１名が最終学年ではないことから、在学中のキャリア形成の一環として数年に渡って利用している学生が多いことがわかる。
（２）伴走型支援の構築
〔事業名〕個別カウンセリング

〔内　　容〕相談事業部と連動させ、学生インターンシップに参加する学生・生徒・家族や学校教職員に対して専門の相談窓口を開設し、カウンセリングを実施した。各学生・生徒には「個別カウンセリング」を軸にインターンシップを展開し終了後も伴走型支援を行った。２４名のカウンセリングを実施したが、インターンシップ終了後のカウンセリングを希望する方等により、延べ４０件実施。（目標５０件）
［開設日時］月～土曜日(応相談）

［対　　応］ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰ・精神保健福祉士・社会福祉士・公認心理師等経験豊富な人材

［場　　所］当NPO事務所・その他能力開発施設など

［実施数］２４名（大学８、高等専修学校４、専門学校９、高校３）、延べ４０件
（３）教育機関・学生・家族等が企業就労を身近に捉える活動
〔事業名〕教育・家族等への職業教育の普及

〔内　　容〕就労支援に関する知識やノウハウの少ない教育機関や障がい児者に関わる機関・家族等に対し、企業をより身近に感じてもらえるよう企業との懇談会や就労支援の現状や進め方などの研修を行う。
３－１　学校・家族と企業をつなぐ懇談会

［内　　容］障がいのある人の雇用管理の経験豊富な会社7社と学校・家族との懇談会。障害者雇用を先進的に行っている企業７社の企業の取り組みの発表。その後、懇談会形式で学校・家族はグループワーク形式で各企業との意見交換を行い、企業就労をより身近に捉えるきっかけづくりを目的とした。懇談会後、学生インターンシップの面談・面接会に参加した家族が7名、教職員が３校あり、職場実習への足掛かりとなっていることが明らかである。なお、応募の段階で、学生を一緒に参加させたいとの問い合わせが多くあった。
［実施日時］２０２５年６月３０日（月）午後
［実施場所］エルおおさか南館

［方　　法］リアル型式

［対象者］学校キャリア進路担当者、家族、その他

［参 加 者］教職員9名（大学2、専修学校1、高校5、その他1）、家族１３名、オブザーバー2名
［参加費］無料
３－２　就労支援説明＆相談会（「就労支援の基礎知識」出前講座の拡大版)
［内　　容］障害者雇用支援事業所からのアドバイス（（株）エルアイ武田）と、障害者就労支援サービスの説明（南西部地域就業・生活支援センター）を実施。また、会員事業所で実績のある福祉サービス８事業所の説明会を実施した。高校、大学、専修学校だけでなく、相談支援事業所にも案内。広報機関が１週間程度であったため、参加者が少なくなってしまったが、イベントの満足度も高いものであった。
［実施場所］大阪私学会館301・302・303号室
［実施日時］２０２６年３月７日（土）

［対　　象］学生・保護者・支援機関

［参 加 者］１４名（学生３、教員4、家族３、支援者４）
［参加費］無料
３－３　義務教育からのキャリア教育

［名　　称］支援を要する児童・生徒の卒後の進路を考えるオンライン社会見学

［共　　催］大阪市立中学校教育研究会特別支援教育部・特別支援教育担任者会
　　大阪市小学校教育研究会特別支援教育部・特別支援教育担任者会

［対　　象］小・中学校特別支援学級担任・担当

［受講者数］９６名（目標５０名） 現地参加７３、オンライン参加２３
［実施日時］２０２５年９月２９日（月）15：30～17：00

［見学企業］ル・クロ・ド・マリアージュ

［方　　法］on-line見学会（Web会場・各小中学校）

［参加費］リアル参加は軽食代として1,000円
［スタッフ］大阪市教育員会　インクルーシブ教育推進室　片山課長
小 学 校（佃西小学校小西校長・玉造小学校森石校長・四貫島小学校能勢先生・南住吉小学校馬渕副校長　他）
中 学 校（弘済小中学校鹿嶽校長・長吉西中学校大森校長・都島中学校渡邊校長・昭和中学校山﨑校長　他）、研修事業部7名
［内    容］「就労支援の現状と就労系福祉サービスの概要と役割」講義
「ル・クロ・ド・マリアージュ」見学とon-line
［総　　括］定員の2倍以上の応募があり、開催前に大幅に定員を増やした。会場の都合でリアル参加が難しい方にはオンラインでの参加を促したが、研修の満足度は高く関心の高い内容であることがわかる。
＜アンケート結果：回収率65.6％＞
説明や資料はわかりやすかったか：とても思う84.1％　思う15.9％
知識を深められ新たな発見があったか：とても思う95.2％　思う4.8％
・学校時代にどんなことを積み上げたらいいか、どんな力を伸ばしてあげたらいいかということを改めて考えたい

・働かれている方の生の声を聞けたり、生き生きとした様子をみられて楽しかった
・笑顔でお話し、お仕事されていて、とても感激した
・スキルをしっかりと身につけて、付加価値を持たせ、働き甲斐のある職場で活躍できる、このような取り組みが広がっていったら良いと思った。
【企業ネット事業部】　
（１）就労支援、定着支援に携わっている方々（就労系福祉事業所、企業の支援担当、学校関係等）を対象に、参加者相互の交流を図る場を設ける

〔事 業 名〕　障害者就労支援交流会

〔内　　容〕　１０月２８日（火）１４：００~１７：００、会場；就労移行支援事業所アミュー
参加人数；２３人
　最初に東大阪市ハレアカラにある、就労工支援事業所で、実際に作業に取組んでいる障害者の皆さんの様子を見学し、皆さんから直接お話を聞くことが出来た。　
　一般就労を目指して、利用者の皆さんは元気に取組んでいた。「アミュー独自の自己肯定感プログラム」を作って、一般就労に向けたトレーニングを、実施されていた。　
　その後、公民館の部屋をお借りし、岩崎代表から一般社団法人アミュー設立から現在の取り組みについて、自己紹介も含めて説明があった。　
　その後、アミューさんのスタッフも各グループに入って頂いて討議を行った。アミューさんについての質問や、スタッ２４の方がアミューさんとつながった経緯など、特に就労支援に関わっている参加者の方は興味深く聞いていた。
　 終了後は、直ぐ近くにあるおでん屋さんで懇親会も行った。グループ討議の延長の様にアミューさんのスタッフの方と懇談できた。　
（２）企業の新人幹部に関西での障害者雇用に関する情報提供の場を設ける
〔事 業 名〕　企業の新人幹部研修会
〔内　　容〕　１日目；７月２４日(水)　大阪市職業リハビリテーションセンター
　　　　　　　２日目；８月７日(木)（株）ニッセイ・ニュークリエーション
　　　　　　　　参加人数；１４人

障害者雇用企業で新しく幹部となられた方を対象に、関西における障害者雇用の社会資源、その他、障害者雇用の現場で役立つ情報を提供し、障害者雇用の拡大と定着に役立てる事を狙いとして実施した。　
１日目は大阪市職業行リハビリテーションセンターで行い、「障がい者就業・生活支援センターの役割」、「障がいのある人の就労支援の現状と今後の方向性」、「支援の実際と障害特性」、「障がい者職業能力開発訓練について」、「就業をとりまく生活」の講義を受けて頂き、就業支援の現場見学も行った。
２日目は、（株）ニッセイ・ニュークリエーションで行い、職場見学の後、「企業における障害者雇用の考え方」、「障害者雇用の体制」、「障害者雇用のルール」、「障害特性」、「職業的課題」、「障害者の採用」、「定着支援の実例」、「定着支援の実例」の講義を行い、今回から、最後にグループ討議を行った。このグループ討議には（株）ニッセイ・ニュークリエーションの大神社長、相井部長にも参加して頂き、質問にも対応して頂いた。

（３）障害者雇用における企業内での支援専門家交流会
〔内　　容〕１月３０日（金）１３：３０～１６：４５
定着支援において活躍されている社会福祉、心理等の国家資格等を有した社員の方に参加して頂き、各会社がどのような取り組みをされているのか交流会を実施し、ノウハウ共有、質の向上を目的として、大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）で開催した。実践報告として、すみでんフレンド株式会社の土居 祐介氏から「企業内専門職の立場から」と題して、社内での活動の紹介があった。パネルディスカッションでは、ファシリテーターを川重ハートフルサービスの淀様とNTT西日本ルセントの大山様にお願いし、当認定N P O法人の理事でもある、大阪精神障害者就労支援ネットワーク統括所長 金塚 たかし、大阪市職業リハビリテーションセンター所長 酒井 京子、株式会社ダイキンサンライズ摂津 代表取締役社長 澁谷 栄作で、それぞれの立場から企業内支援員に期待する事等についてディスカッションした。　
　　　　　　参加人数；３１人

（４）障害者リーダー研修会の開催

〔事 業 名〕　障害者リーダー研修会

〔内　　容〕　２０２６年３月３日（火）、　１４：３０～１７：０５、（株）ダイキンサンライズ摂津で開催した。
企業で働く障害者で管理・監督職や職場のリーダーとして活躍している方々に集まって頂き、互いに交流を図って頂きたいと思い企画した。　
参加人数は２３名で、身体（肢体、聴覚）、知的、精神の各障害の方が参加された。　職場見学と会社紹介の後、４班に分かれてグループディスカッションを行いました。　その後に懇親会も行った。
　「他の障害者雇用促進している会社の方と話す機会がなかったのでとても参考になった」、「自分の悩んでいた事を相談したときに色々に対策方法を教えてくれました」、「リーダー交流会ということで困った事も似た問題であったり、解決法など話が出来良かったです」といった声があった。
（５）ＥＳネットワーク活動の推進と、障害者雇用関係の情報交換を行う会議の開催

〔事 業 名〕　ＥＳネットワーク幹事会議

〔内　　容〕　各イベントの運営についての検討、意見交換。　
参加者の近況、障害者雇用関係の情報交換。
・6月１１日：「２０２５年度の事業計画について」、「新人幹部研修会について」、

「情報交換、近況報告」について話し合った。
・８月２８日：「新人幹部研修会の実施結果」、「障害者就労支援交流会について」、「企業内専門家交流会について」、「情報交換」を話し合った。
・１１月２６日：「障害者就労支援交流会の実施結果」、「第２回　障害者就労支援交流会について」、「企業内専門家交流会について」、「情報交換」を話し合った。
・令和８年２月３日：「企業内専門家交流会の実施結果について」、「職場リーダー（障がい者）交流会について」、「２０２６年度の事業計画について」、「情報交換」を話し合った。

〔参加者〕　　シャープ特選(株)、(株)スミセイハーモニー、パナソニックエコシステム共栄(株)、

コクヨＫハート(株)、パナソニック交野(株)、ハスウあいファクトリー(株)

(株)ニッセイ・ニュークリエーション、OSPハートフル（株）、(株)ダイキンサンライズ摂津

出席事務局：ESネットワーク代表、事業部長、担当理事
【地域ネット事業部】
（１）就労移行等連携調整事業
〔事 業 名〕  就労移行等連携調整事業
〔事業内容〕　本事業は、障がいのある方が自身の希望や適性に応じた就労を選択できるよう、「就労選択支援」制度の理解促進および地域における連携体制の構築を目的として実施した。関係機関向けの研修動画の配信。モデルケースの実施。報告会の開催を実施し、制度運用に向けた課題整理および支援体制の整備を図った。
〔就労選択支援に関する研修〕
　　　　　　　就労選択支援制度の創設背景や制度概要、サービスの流れ等について理解を深め、制度の円滑な実施に繋げる事を目的に研修動画を作成し、２０２５年７月１日から２０２６年３月３１日までオンライン配信した。
　　　　　　　講師：社会福祉法人　加島友愛会　理事長　酒井大介
　　　　　　　申込者１１４２名　
〔就労選択支援モデル実施〕
　　　　　　　就労選択支援の実施する際のノウハウ及び課題整理を目的として、大阪市職業リハビルテーションセンターと大阪精神障害者就労支援ネットワークに協力いただきモデルケースを計７件、実施した。
〔モデル実施報告会〕
　　　　　　　２０２６年１月２６日にモデル実施で得られた知見や課題について講義形式で報告を行い、地域ごとのグループワークを実施し、連携ネットワークの構築に向けて意見交換を行った。また、講義形式は動画配信により府域全体に共有を図った。参加者１１２名。
　
（２）精神・発達障がい者等理解促進・職場定着支援事業

〔事 業 名〕 精神・発達障がい者等理解促進・職場定着支援事業

〔事業内容〕
精神・発達障がい者等の特性や多様な働き方の先進事例を広く周知し、企業の人事担当者が実践的な雇用管理や定着支援のノウハウを習得できる環境を整えることを目指す。これにより、企業側の受入れに対する不安を解消し、精神・発達障がい者等の雇用機会のさらなる拡大と、職場への円滑な定着を強力に推進することを目的とする。
〔精神障がい者等の多様な働き方に関する事例収集及び「事例集」の作成〕
障がいのある方の働き方をひろげる事例集の作成に向け、先駆的な取り組みをおこなう企業10社に対して「在宅ワーク」および「特定短時間雇用」の2つのテーマで詳細なインタビュー調査を実施し、A5サイズ、40ページの冊子を1,000部を納品した。
〔人事担当者のための精神・発達障がい者雇用アドバンス研修〕
企業の人事担当者が、精神・発達障がい者の特性を理解し、職場定着に向けた実践的な体制構築を学べるよう、全4回にわたる継続型研修（集合およびオンライン）を企画・実施した。（修了者65社102名）
〔精神・発達障がい者を中心とした職場体験受入マッチング支援〕
年度内に合計2回の合同マッチング会を開催し、面談から実際の職場体験への移行を強力に支援した。（出展企業：62社、参加人数：446名、面談回数：752回、職場体験人数：223名）
マッチング会の質的・量的向上を図るため、新規出展企業の開拓（法定雇用率除外率設定職種の2社以上を含む）を推進するとともに、出展企業および支援機関を対象とした事前ガイダンス・説明会をきめ細かく実施した。（参加企業：104社、参加人数：130名）
求職者を送り出す側の支援員（就労移行支援事業所、障害者就業・生活支援センター等）に対し、マッチング会の趣旨や効果的な引継ぎ方法を伝えるガイダンスを実施した。
（参加支援機関：55機関、参加人数64名）
【広報事業部】

（１）「ホームページ」での発信
〔内　　容〕当法人では、ホームページを活用し、事業内容や活動状況について情報発信を行った。より多くの市民の皆さまに当法人の活動へ関心を持っていただくとともに、地域全体のつながりや参加の機会を広げることを目的として、当法人主催のイベント情報に加え、関係団体が開催するイベント情報についても掲載した。

また、ホームページの内容については、適宜更新に努めた。一方で、会員向けページの企画や、最新情報を正確かつ継続的に発信するための体制整備については、今後の検討課題となっている。
〔実施日時〕通年
〔事業の対象者〕一般
（２）機関誌「ＦＯＲＷＡＲＤ」の発行
〔内　　容〕障がいのある人の雇用および就労の推進に関する情報を会員の皆さまへお届けするため、会報を年2回発行した。

発行にあたっては、会員の皆さまやイベントにご参加いただいた方々にご協力いただき、活動報告や感想などの原稿を寄稿していただいた。
〔事業の対象者〕会員・賛助会員・例会、市民講座などの参加者
〔発行部数〕３５０部／１回

（３）広報内容と運営体制の強化
〔内　　容〕広報活動の充実を図るため、ホームページにおける活動紹介や最新情報の掲載、機関紙『FORWARD』の定期発行に加え、より幅広い層への情報発信を目的として、Facebookを活用したSNSでの発信を試行的に実施した。

一方で、発信内容の充実とあわせて必要となる広報運営体制の見直しや強化については、十分に進めることができず、体制整備には至らなかった。

今後は、継続的かつ効果的な情報発信の実現に向けて、発信力および伝達力の向上を図るとともに、広報運営体制の整備に取り組んでいく。
２　その他の事業（収益事業）　　今年度は実施せず
Ⅳ　社員総会の開催状況
（１）第２５回通常総会の開催　

２０２５年５月２４日（土）　正会員出席者数　７４名（うち委任状出席者数　４７名）

（正会員数　１０３名）
（２）理事会の開催
	回
	開催年月日
	主な付議事項
	出席役員数

	
	
	
	理事
	監事

	217
	２０２５年　４月１７日
	各事業部の進捗・通常総会の進め方
	８
	０

	218
	２０２５年　５月２４日
	議案書内容の確認・通常総会の次第と進め方
	９
	１

	219
	２０２５年　６月１９日
	各事業部の進捗
	６
	１

	220
	２０２５年　７月２６日
	各事業部の進捗
	７
	１

	221
	２０２５年　９月１８日
	各事業部の進捗　
	７
	１

	222
	２０２５年１０月２５日
	各事業部の進捗
	７
	１

	223
	２０２６年　１月２７日
	各事業部の進捗
	８
	１

	224
	２０２６年　２月２８日
	各事業部の進捗
	６
	０

	225
	２０２６年　３月１７日
	各事業部の進捗
	６
	１


（３）定例会の開催

主に隔月第３土曜日、会員紹介、各事業部や会員からの報告以外に、講演会などを企画して勉強会や情報交換を行った
　　　　２０２５年７月２６日

定例会・定例講演会　
テーマ：インクルーシブ教育推進室の取り組みと今後
講師：大阪市教育委員会事務局　指導部　インクルーシブ教育推進担当課長
片山　雅之氏
　　　　２０２５年１０月２５日

定例会・定例講演会　
テーマ：　みんなでジョブコーチ支援について学ぼう
　　実践報告：TOYO TIRE リファイン株式会社　仲里　ひとみ氏　
　　　　      ネクストステージエイブル　堀口　美空氏　　　　　　　　　　　　
　　　２０２５年１２月２０日
　　　　　定例会・定例講演会　
テーマ：デンソー太陽と太陽の家の連携による就労、定着から卒業までの支援　
　　　　　　　　講師：デンソー太陽株式会社　代表取締役社長　大西　明彦氏
　　　　　　　　　　　社会福祉法人　太陽の家　愛知事業部　施設長　福澤　真氏　　　　　　　　　
　　　２０２６年２月２８日
　　　　　定例会・定例講演会　
テーマ：地域連携における活動の取り組みや実践報告　
　　　　　　　講師：堺市障害者就業・生活支援センター　センター長　樋上　一真氏
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